
 

 

 

第二期新潟県ニホンジカ管理計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年３月 

 

新 潟 県 
 



 

 

 

目次 

１ 計画策定の目的と背景 

（１） 目的 

（２） 背景 

 

２ 管理すべき鳥獣の種類 

 

３ 計画の期間 

 

４ 管理が行われるべき区域 

 

５ 現状 

（１） 生息動向 

 

６ 特定計画の評価と改善 

 

７ 管理の目標 

（１） 生息数の管理 

（２） 農林業被害の軽減 

 

ページ 

１ 

１ 

１ 

 

１ 

 

１ 

 

１ 

 

２ 

２ 

 

７ 

 

７ 

７ 

８ 

 

８ 目標達成のための施策 

  （１）被害防除対策 

  （２）個体群管理 

  （３）生息環境管理 

 

９ 実施計画及びモニタリング 

  （１）実施計画の策定 

  （２）モニタリング調査 

 

10 その他管理のために必要な事項 

（１） 実施体制 

８ 

８ 

８ 

９ 

 

９ 

９ 

10 

 

10 

10 

（２） 関係機関が連携した対策の推進 

（３） 人材育成、啓発活動 

（４） 捕獲個体の有効活用 

（５） 人獣共通感染症の感染防止 

（６） 管理計画の進行管理 

13 

14 

14 

14 

14 

別添資料 16 

 



1 

 

１ 計画策定の目的と背景 

（１）目的 

   近年、ニホンジカの急速な個体数増加や生息地の拡大により、農林業被害や自然環境への

影響が懸念されており、県内においても生息域の拡大が続いている。 

   このような現状から、現在のニホンジカの個体数増加に歯止めをかけ、分布域の拡大を縮

小させるためには科学的、計画的な個体数管理を進めていく必要がある。 

   そこで、ニホンジカについて、科学的な調査を進めるとともに、その調査結果を基に「被

害防除対策」、「個体群管理」、「生息環境管理」を総合的、計画的に実施するため、ニホンジ

カの管理計画を策定し、農林業への被害や自然環境への影響を軽減することを目的とする。 

 

（２）背景 

  ① 全国の状況 

ニホンジカは狩猟獣として、または農作物を荒らす獣として古来より人間の生活と深く関

わり合いその生息数を増減させてきた。その個体数は江戸時代に著しく減少したものの、

1980 年以降各地の個体数が増加し、森林被害や自然植生への影響が全国的に深刻化している。 

このため、環境省と農林水産省では、平成 25（2013）年 12 月に「抜本的な鳥獣捕獲強化

対策」を取りまとめ、ニホンジカの生息数を 10 年後（令和５年度）までに半減することを目

標とした。 

その後、2014 年に改正された「鳥獣保護管理法」により、ニホンジカを指定管理鳥獣に指

定し、管理を推進するための指定管理鳥獣捕獲等事業や認定鳥獣捕獲等事業者制度を導入し

た。 

 

② 新潟県における状況 

本県のニホンジカについては、平成に入り散見されるようになり、平成 10 年代に入ると僅

かではあるが狩猟で捕獲されるようになってきた。 

   その後、平成 20 年代に入ると農業被害も確認されるようになり、狩猟捕獲の他に市町村が

行う有害鳥獣捕獲も行われるようになった。 

   平成 27 年度の農業被害は 0.4ha、約 28 万円、狩猟の捕獲数が 52 頭、有害鳥獣捕獲が 21

頭であったが、近年、農業被害額、捕獲数ともに急増している。 

   以上のことから、本県においても生息数及び生息域が増加・拡大傾向にあると推定され、

今後の農林業被害の拡大や自然環境への影響が懸念される状況となっている。 

 

２ 管理すべき鳥獣の種類 

この計画は、本県に生息する野生のニホンジカ（Cervus nippon）を対象とする。 

 

３ 計画の期間 

令和４年４月１日から令和９年３月 31 日までとする。 

 

４ 管理が行われるべき区域 

全県（佐渡市除く） 
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５ 現状  

（１）生息動向  

  ① 生息分布 

令和２年度に環境省が行った生息分布調査結果によると、上越地域で多く生息しており、

中越地域から粟島を含む下越地域まで生息域が広がっていることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国のニホンジカ及びイノシシの生息分布調査について（環境省報道発表資料） 

 

② 推定生息数 

令和３年度に行った生息状況調査により、本県の令和２年度末のニホンジカの生息数を

4,961 頭と推定した（図１）。 
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図１ ニホンジカの推定生息個体数の動向（中央値と 50％信頼区間，95％信頼区間） 

 

③ 捕獲状況 

平成 20 年度までは捕獲があっても年に数頭程度の狩猟による捕獲であったが、平成 21 年

度から急激に増加し、平成 26 年度に総捕獲数は 188 頭に達した。 

平成 27 年度以降は増減を繰り返していたが、令和２年度に急増した。 

有害鳥獣捕獲は平成 20 年度以降に行われるようになり、捕獲数増の一因となっているが、

狩猟の捕獲増加も顕著である（図２）。 

また、過去５年間の市町村ごとの推移を見ると、主に上越地域において捕獲数の増加傾向

が続いており、令和２年度には津南町や十日町市など中越地域においても捕獲数が急増した

（図３、表１）。 

 

 

図２ ニホンジカ捕獲数の推移 

 

 

 

41 
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図３ 新潟県におけるニホンジカ捕獲実績の推移 

 

 

平成 19 年度 平成 23 年度 

平成 28 年度 令和２年度 
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表1 過去５年間の市町村ごとのニホンジカ捕獲数  （単位：頭） 

 

1

11

1

4

1

2 1 1

4

9 6

1 3

16 1 2

3 1

1 1 17

8 3 22

1 1 8 7 3

6 25 49 31 140

15 26 10 2 164

32 35 70 63 187

86 96 152 110 551

123 145 167 34 581

4 15 12 60

209 245 334 156 1,192

R2R1H30H28 H29

燕市

村上市

関川村

粟島浦村

新発田市

阿賀野市

胎内市

聖籠町

新潟市

五泉市

阿賀町

三条市

湯沢町

捕獲数合計

妙高市

柏崎市

刈羽村

上越市

糸魚川市

佐渡市

十日町市

県事業捕獲数

有害捕獲数計

狩猟捕獲数

津南町

小千谷市

出雲崎町

魚沼市

南魚沼市

加茂市

田上町

弥彦村

長岡市

見附市
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④ 狩猟者の状況 

   鳥獣における情報把握、捕獲等については、狩猟者の知見や技術力によるところが大きい

が、高齢化等により、狩猟免許所持者数は平成 27 年度まで減少傾向にあった。 

   しかし、平成 25 年から有害鳥獣捕獲の担い手を確保するための補助事業を実施しているこ

ともあり、近年は横ばい傾向である。 

   県内における狩猟者登録件数は、平成 26 年度まで減少傾向であったが、近年は増加傾向に

ある（図４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 狩猟者登録件数（種類別） 

 

⑤ 農林業被害の状況 

県内の農業被害や植生被害を把握するため、平成 28 年度に全市町村に対して行ったアンケ

ート調査結果では、ニホンジカによる被害は水稲などの農業被害のみであった。 

地域別では、上越地域の上越市大島区と中越地域の長岡市小国・越路で水稲の被害、中越

地域の魚沼市鷹巣で蕎麦の被害が確認されている。 

被害金額は増減を繰り返しているが、令和２年度調査では被害金額が急増した（図５）。 

（件） 
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図５ シカによる農作物被害金額の推移（作物別） 

 

６ 特定計画の評価と改善  

    新潟県ニホンジカ管理計画では、農作物被害を増加させないこと、生息数を減少させるこ

とを目標として、捕獲圧の強化を図るため、令和２年度から狩猟期間の拡大（毎年 11 月 15

日から翌年３月 15日）を行った。また、指定管理鳥獣捕獲事業では目標の３０頭に対し、６

０頭の捕獲実績を達成するなど一定の成果が見られた。 

   被害金額は増減を繰り返していることから、次期計画においても引き続き、被害を低減す

るための取組を行う必要がある。 

   生息域が上越地域から下越地域へと拡大しており、生息数の増加が進んでいることから、

今後、被害が発生していない地域においても予察捕獲を推進し、生息数の減少に取り組む。 

 

７ 管理の目標 

本県ではニホンジカの生息数や生息域の拡大傾向が認められることから、その抑制により、

農林業被害の発生を未然に防ぐことが重要である。 

   本計画では次の二点を管理の目標とし、科学的な調査に基づき、被害防止対策、個体群管

理及び生息環境整備を総合的に進めることとする。 

（１）生息数の管理 

   生息数を減少させ、分布域を縮小させるため、各年度における捕獲目標を定める（表２）。 

   （令和８年度末の推定生息個体数：3,000 頭程度） 

 

              （単位：頭） 

年度 Ｒ４ 

（2022） 

Ｒ５ 

（2023） 

Ｒ６ 

（2024） 

Ｒ７ 

（2025） 

Ｒ８ 

（2026） 

捕獲目標数 1,000 920 845 780 720 

表２ ニホンジカの捕獲目標数 

 

 

 

（千円） 
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（２）農林業被害の軽減 

   農林業の被害防除対策として電気柵などの侵入防止柵設置や適正な維持管理を推進し、被

害状況を確認しながら随時必要な措置を講じる。 

 

８ 目標達成のための施策  

（１）被害防除対策 

ア）侵入防止柵の設置及び維持管理 

市町村、農林業団体、農林業者、地域住民は侵入防止柵の設置を他の獣害対策と併せて

計画的に行う。 

また、電気柵の効果持続のため電圧確認や除草等、適切な維持管理に努める。 

イ）事故防止対策 

進入初期のニホンジカによる人身被害は道路通行車両との接触によるものがほとんどで

あることから、道路及び周辺河川等施設管理者に対し侵入経路にあたる箇所の雑草等の刈

り払い等の検討を要請する。 

また、農林被害発生の恐れがある周辺の森林、草地及び耕作放棄地等は除間伐や刈り払

い等による管理を行い、ニホンジカを寄せ付けない生息環境を形成して被害防除に努める。 

 

ウ）集落との情報共有 

県や市町村、有識者などが集落説明会や集落研修会を開催し、被害状況の把握方法、効

果的な防除対策やシカを寄せ付けない環境づくりなどの指導、普及に努める。 

 

（２）個体群管理 

   ア）個体数調整による捕獲 

県内での農林業被害の拡大防止のためこれ以上ニホンジカの生息数を増加させない努力

が必要である。そのため狩猟、被害防止捕獲及び個体数調整捕獲による捕獲数と捕獲効率

を上げ捕獲圧を高めていく。 

また、モニタリング結果を基に生息密度の高い地域では集中的に捕獲を行い、高い捕獲

圧を維持するとともに、被害が発生していない地域においても被害を未然に防止するため

予察捕獲を推進する。 

イ）指定管理鳥獣捕獲等事業の実施 

生息域の拡大や生息数の増加が確認されている地域において、県は必要に応じて指定管

理鳥獣捕獲等事業による捕獲を実施するものとする。 

   ウ）都道府県広域捕獲活動支援事業の実施 

    ニホンジカは、市町村の境界を跨いで広域的に分布又は移動するため、被害を軽減して

いくためには、広域的な視点で対策を実施する必要がある。 

    そのため、県は必要に応じて数の調整を目的に許可された捕獲のうち、農林水産業に係

る被害防止を目的とした広域的な捕獲活動を推進する。 

      エ）狩猟者の確保・育成 

        免許取得の経費補助や体験機会の提供により狩猟者を確保し、研修を通じて狩猟者の捕

獲技術向上を図る。 
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オ）狩猟期間の延長 

狩猟による捕獲圧を高めるため、ニホンジカの狩猟期間を１か月延長し、毎年 11 月 15

日から翌年３月 15日までとする。 

 

 

（３）生息環境管理 

   ア）緩衝帯の整備 

ニホンジカは身を隠すことのできる森林、藪等を移動経路として利用している。 

そのため、ニホンジカによる農林被害等の発生の恐れのある周辺の森林、草地及び耕作

放棄地等は除間伐や刈り払い等を行い、緩衝帯を整備し、ニホンジカを寄せ付けない生息

環境管理に努める。 

   イ）生息状況の把握 

森林伐採地や耕作放棄地では草本類が繁茂しニホンジカにとって餌量が豊富な環境とな

り増加率や生息数の急激な増加を起こす要因となる。 

このような場所はニホンジカの餌地となったとしても被害として認識されにくいため、

カメラ調査等によりニホンジカの生息状況等を把握し、個体群管理の参考情報等を得るな

ど、適切な管理を行うこととする。 

また、今後ニホンジカの生息数が増加した場合には、希少植物等への影響が発生する恐

れがあることから、被害状況についての情報収集を行う。 

 

９ 実施計画及びモニタリング 

（１）実施計画の策定 

管理計画の実施は、科学的知見及び地域に根ざした情報に基づき、関係者間の合意形成を

図りながら適切に推進する必要がある。 

このため、市町村は毎年度被害状況や生息状況を把握し、効果的な施策についての総合的

な検討等を行い、必要に応じ個体群管理、被害防除や生息環境整備等を定める実施計画を策

定する。 

なお、実施計画は鳥獣被害防止特別措置法に基づく市町村被害防止計画との整合性を図る

ものとする。 

実施計画を策定した市町村は、その計画に基づき農家、地域住民及び関係団体等と連携し

て対策を実施するとともに、それぞれの地域に生息しているニホンジカについて、加害形態、

施策の効果、捕獲に関するデータなどを収集・蓄積し、これらの情報を実施計画に反映させ

るものとする。 

実施計画における個体数調整（捕獲頭数）にかかる捕獲許可は県知事許可となるが、鳥獣

被害防止特別措置法による捕獲許可権限移譲にかかる手続きを行った場合は、市町村長許可

となる。 

また、県は指定管理鳥獣捕獲等事業による捕獲の必要性が生じた場合は、関係市町村、関

係機関と協議を行い、当事業に必要な実施計画を策定する。 
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（２）モニタリング調査 

効果的な対策の推進を図り計画の達成状況を確認するため、生息情報、捕獲情報、被害情

報、生息密度情報等のモニタリング調査を実施し、その結果を客観的に評価し、管理へ反映

することが必要である。 

県は、必要に応じて分布域や生息数についての調査を行い、計画の見直しや次期計画策定

のためのデータの収集を行う。 

市町村は、生息状況、被害状況、捕獲数、CPUE・SPUE（単位努力量あたりの捕獲・目

撃数）調査を継続して行い、計画の進捗状況の確認のための指標等の情報収集を行う。 

なお、モニタリング調査の結果を踏まえ、動物生態学の専門家、農林関係団体、関係機関

から構成する県鳥獣保護管理対策検討会において計画を評価し、必要に応じて管理計画の見

直しを行うこととする。 

 

管理の目標 モニタリング手法 

個体群の安定的な維持 

○個体数減少 

・捕獲個体記録 

・捕獲作業日誌 

・出猟カレンダー 

・自動カメラ撮影調査 

・糞塊密度調査 

農林業被害軽減 

○被害額、面積の低減 

・野生鳥獣による農作物の被害状況

調査（農林水産部） 

 

10 その他管理のために必要な事項 

（１）実施体制 

本計画の推進にあたっては、地域住民はもとより幅広い関係者の理解と協力を得ることが

不可欠である。そのため、県及び市町村の行政機関、警察署、狩猟者団体、農林業団体等の

関係機関から構成される「鳥獣被害対策チーム」において、相互に連携・協力して各施策を

推進することとする（図 10）。 

 

① 県の役割 

ア）情報収集及び市町村等に対する各種技術・情報の提供、助言等 

国、他県及び学会等の最新の知見、情報及び既存の有効な情報等を収集整理し、市町村や

関係団体等に提供するため会議・研修等を開催し、被害防除についての知識や技術等の普及

啓発及び指導にあたる人材の育成を行う。 

また、市町村の実施計画作成、被害防止や捕獲等の実施にあたって、必要に応じて広域調

整や必要な支援を行う。 

イ）情報の収集、提供 

科学的、計画的な管理を推進するため、生息状況や被害状況などについて CPUE・SPUE

調査、糞塊密度調査等のモニタリング調査による情報の収集を行い、関係市町村等へ情報の

提供を行う。 



11 

 

ウ）保護管理対策検討会の設置 

県は、動物生態学の専門家、農林関係団体、関係機関から構成する野生鳥獣保護管理対策

検討会を設置し、毎年度、市町村の実施計画について、広域的な観点、適切な防除対策及び

個体数調整（捕獲）等の観点から助言等を行う。 

また、モニタリング調査等の各種調査結果や対策の実施状況等を参考に、県管理計画等の

評価を行い、必要に応じて見直しの検討を行う。 

地域機関等は、当検討会の意見等を参考に、市町村、関係団体等が参加する会議を適宜開

催し、地域の実情に適した効果的な施策について協議、検討するものとする。 

エ）集落や地域ぐるみの取組の推進 

生息環境の整備や被害防除対策は、集落や地域ぐるみで取り組むことが効果的であること

から、市町村と連携し、集落や地域に対し優れた先進的取組事例の紹介や情報提供等の支援

を行い、集落や地域ぐるみの取組を推進する。 

オ）自然生態系に配慮した森林整備の推進 

地域との連携を図りつつ県事業等により、自然生態系に配慮した広域的な森林整備を推進

するとともに、市町村や林業者が行う森林整備を支援する。 

また、ニホンジカの森林への出没、痕跡、被害及び被害防止技術の情報収集と提供を行い

ながら森林整備を推進する。 

カ）狩猟者の支援 

高齢化等による狩猟者の減少を受け、被害防止対策の担い手となる狩猟者の確保を図るた

め、担い手確保の取組や狩猟技術向上のための捕獲技術研修会等による支援を行う。 

 

② 市町村の役割 

ア）実施計画の作成 

市町村は、毎年度、管理の実施方法等について検討を行い、前年度の評価を踏まえ、必要

により実施計画を別添資料などを参考に策定する。 

なお、ニホンジカの生息域が市町村界をまたぐ可能性もあることから、隣接する市町村と

の調整を行いながら実施計画の作成を検討する。 

イ）実施計画の遂行 

・被害防除対策 

県地域機関や農林業関係団体等とともに、農林業者等への被害防除対策の指導・啓発・支

援を行い、被害防除対策の推進を図る。 

・個体群管理 

ニホンジカの生息状況、農作物の被害状況、森林被害状況、防除効果、捕獲に関するデー

タなどを収集・蓄積し、狩猟者団体等と連携して個体数調整を行う。 

・生息環境整備 

関係機関とともに、森林整備などの生息環境整備について農林業者、地域住民等への指導・

啓発・支援を行う。 

・住民等への情報伝達 

農林家、地域住民及び地元関係団体に対し、農林業被害等の情報提供を行うなど、計画に

関する情報等を周知し円滑な実行に務める。 
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・住民等への支援 

集落や地域住民が主体となった組織的な被害防除対策への技術的・財政的支援を行い、地

域全体の被害防除を推進する。 

・ＮＰＯ団体等との連携 

ＮＰＯ団体等と連携し、地域における鳥獣被害防止活動等を推進する。 

ウ）実施計画の評価 

市町村は、被害額、被害面積、防除対策の進捗状況、モニタリング結果や耕作放棄地の変

化など集落の状況を取りまとめ、実施計画の評価を行う。 

 

③ 狩猟者団体の役割 

ア）捕獲の実施 

農作物被害や森林被害防止等のため、県や市町村の要請に基づき、個体数調整（捕獲）を

実施する。 

イ）助言・指導 

野生鳥獣の生態を熟知する者として、必要に応じて、行政、農林業関係団体及び地域住民

に対して被害防除等に関する助言・指導を行う。 

ウ）情報収集・提供 

可能な範囲内において、生息調査等のモニタリングのための目撃や捕獲した個体の情報収

集を行い、必要に応じ県・市町村等へ情報提供する。 

エ）意識啓発 

県と連携し、野生鳥獣の管理に関する研修会の開催など、狩猟者の意識啓発に努める。 

 

➃ 認定鳥獣捕獲等事業者の役割  

ア）捕獲の実施 

指定管理鳥獣捕獲等事業の受託者として、ニホンジカの個体数調整（捕獲）を実施する。 

イ）調査、情報収集・提供及び支援 

モニタリング調査、計画策定及び評価・検証等への協力等、ニホンジカの管理の担い手と

なるよう取り組む。 

 

⑤ 森林管理署の役割 

ア）情報の提供及び捕獲等の実施 

国有林におけるニホンジカの生息状況や林業被害の情報提供を行うとともに、必要に応じ 

てモニタリング調査等を県や市町村等と連携して実施する。 

また、農林水産業や生態系への被害防止のための予防的な捕獲及び生活環境、農林水産業 

若しくは生態系に係る被害の防止を図るための捕獲等を関係機関と連携して取り組む。 

イ）森林整備の推進 

自然生態系に配慮した広域的な森林整備を関係機関と連携して推進する。 

また、ニホンジカの生息環境下における皆伐後の森林整備等、森林環境に関する技術や情

報等についての情報提供や情報交換を行い、関係機関による農林業者や地域住民への指導・

啓発に協力する。 
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ウ）被害防除対策 

地域と連携して効果的な被害防除対策に取り組む。 

また、防鹿柵などによる先進的な被害防除対策の技術や情報等について、情報提供や情報

交換を行い、関係機関による農林業者や地域住民への指導・啓発等に協力する。 

 

⑥ 獣医師会、鳥獣対策のＮＰＯ等の役割 

ア）調査、啓発活動への協力 

県や市町村と連携して、ニホンジカの生息環境の保全、モニタリング・生息状況の調査や

啓発活動に協力する。 

 

⑦ 農業協同組合、農業共済組合、森林組合等農林業関係団体の役割 

ア）啓発活動への協力 

県関係機関や市町村等と連携し、研修会の開催等により組合員に対して生息状況、被害状

況及び被害防除技術等の普及啓発に努める。 

イ）各種補助制度の効果的な方策の提案 

各種補助制度の有効活用による効果的な方策を農家へ提案して、地域全体の被害防除を推 

進する。 

 

⑧ 農業者、林業者の役割 

ア）被害を受けにくい環境づくり 

自らの農地や所有山林を適切に管理することにより、被害を受けにくい環境づくりを進め

るとともに、被害の早期発見に努め目撃や被害の情報等を所属機関や市町村等へ提供する。 

イ）防除技術等の習得及び効果的な防除の実施 

研修会等に積極的に参加し、効果的な防除技術等の習得に努め、地域が一体となった効果

的な被害防除に取り組む。 

 

⑨ 集落、地域住民の役割 

ア）ニホンジカの習性等への理解、被害防除等への協力 

ニホンジカの生態や習性、地域の現状等の理解に努めるとともに、自らが実施できる対策

への参加や生息情報の収集、被害防除の推進等に積極的に協力する。 

 イ）被害防除対策としての集落環境整備 

   侵入防止柵の設置や維持管理、藪の刈り払い、廃棄農作物や放棄果樹等の誘引物の除去・

管理について、主体的に実施する。 

 

（２）関係機関が連携した対策の推進 

① 鳥獣被害対策チーム 

県地域振興局ごとに、県地域振興局、市町村、警察署、狩猟者団体等の関係機関による「鳥

獣被害対策チーム」を設置し、地域において関係機関が連携し、ニホンジカの出没の情報把

握・提供、パトロール、必要に応じた捕獲等を行い、森林、農作物被害及び人身被害の未然

防止の取組を推進する。 
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生息情報が無い地域についても、当該地域への分布拡大を注意して監視する。 

 

② 隣接県との調整 

広域的な管理を効率的に進めるため、隣接県等の関係機関からなる協議会や連絡会議等に

参加し、捕獲状況や対策等必要な情報交換や協議調整を行う。 

 

 ③ 指定管理鳥獣捕獲等事業 

     効果的な事業を実施するため、国の機関、他県及び市町村等関係機関との調整を行う。 

 

（３）人材育成、啓発活動 

野生鳥獣による被害を軽減するためには、地域における農家や住民による自己防衛対策が

重要であり、自己防衛対策のためにはニホンジカについての知識や、行動・生態に精通した

人材が必要である。そのため、市町村は、農家や地域住民が必要な知識や被害防除技術を習

得、防除対策が実施できるよう、県、農業協同組合等農林業関係団体、動物生態学の専門家

及び鳥獣対策のＮＰＯ団体等と連携し、講習会やセミナーを開催し、被害防止の技術や情報

の提供及び普及を図る。 

また、県は、近年狩猟人口の減少や高齢化等が進んでいることから、狩猟や狩猟免許試験

等に関する講習会やセミナーを開催するなど市町村と連携し、鳥獣捕獲の担い手の育成確保

に努める。 

 

（４）捕獲個体の有効活用 

   捕獲個体を活用する場合、「野生鳥獣肉の衛生管理に関する指針（厚生労働省、平成 26 年

11 月）」の活用など野生鳥獣肉の安全性確保に努めるよう市町村、関係団体等へ周知を行う。 

   また、市町村、関係団体等と連携しながら、捕獲したニホンジカの有効活用について検討

していくこととする。 

 

（５）人獣共通感染症の感染防止 

   人獣共通感染症に関する適切な理解を促す等の普及啓発により感染防止を図る。 

 

（６）管理計画の進行管理 

県は、管理計画を策定し、計画を推進するための事業やモニタリング調査を実施するとと

もに、その状況について保護管理対策検討会において評価を行い、評価結果を踏まえ必要に

応じて計画の見直しを行う。 

また、計画終了時に計画の効果についての検証を行う。 
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第二期新潟県ニホンジカ管理計画実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ ニホンジカ管理計画実施体制図 
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別添資料 

令和  年度        ニホンジカ管理事業実施計画 

１ 現状 

地区 生息状況 被害種類 被害作物 被害金額 被害面積 

      

      

      

市町村計      

２ 実施計画   

今年度の当市町村の捕獲目標は次のとおり。また、地区別の取り組みを（１）以降に記載する  
個体数調整（許可）捕獲頭数  ：     頭 
その他（狩猟による捕獲頭数） ：     頭 

（１）〇〇地区 

 
個体群管理 

 

 

許可捕獲頭数  

その他（狩猟による捕獲数）   

 
被害防除対策 

 

 

 
生息環境管理 

 

 

（２）〇〇地区 

 
個体群管理 

 

 

許可捕獲頭数  

その他（狩猟による捕獲数）   

 
被害防除対策 

 

 

 
生息環境管理 

 

 

（３）〇〇地区 

 
個体群管理 

 

 

許可捕獲頭数  

その他（狩猟による捕獲数）   

 
被害防除対策 

 

 

 
生息環境管理 

 

 

３ その他対策 

時期 取組内容 

  

  

  

  

  

 

＜＜上記内容は、鳥獣被害防止特措法に基づく市町村鳥獣被害防止計画と整合が図られている＞＞ 
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令和〇〇年度 〇〇市町村ニホンジカ管理事業実施計画（記入例） 
１ 現状 

地区 生息状況 被害種類 被害作物 被害金額 被害面積 

〇〇地区 
数年前から目撃情報あるが、今

まで被害は無かった 

森林被害 

農業被害 

スギ 

豆類 

200 千円 

100 千円 

0.5ha 

0.1ha 

〇〇地区 
ここ数年は年に数頭捕獲され

ていた 
農業被害 水稲 100 千円 0.2ha 

その他地区 ・・・   100 千円 0.5ha 

市町村計    500 千円 1.3ha 

２ 実施計画 

今年度の当市町村の捕獲目標は次のとおり。また、地区別の取り組みを（１）以降に記載する。  
個体数調整（許可）捕獲頭数   ：○○○頭 
その他（狩猟による捕獲頭数） ：○○○頭 

（１）〇〇地区 

 
個体群管理 

・森林被害の多い地域周辺で捕獲圧を強化するため、巻狩りを強化する 

・令和〇〇年度には〇〇頭の許可捕獲を実施したことから、その 2 倍の頭
数である〇〇頭を令和〇〇年度の捕獲計画数とする。 

許可捕獲頭数 〇〇頭 

その他（狩猟による捕獲数）  〇〇頭 

 
被害防除対策 

・森林被害防止のための防護柵や樹皮剥ぎ防止テープ巻きを計画的に行
い、継続的な維持管理ができる体制を構築する 

 
生息環境管理 

・伐採地や耕作放棄地が草地化しシカの繁殖地とならないよう継続的な維
持管理を行う 

（２）〇〇地区 

 
個体群管理 

・農地周辺にくくりわなを設置し、農地に侵入する個体を中心に捕獲する。 

・令和〇〇年度には〇〇頭の許可捕獲を実施したことから、その 2 倍の頭
数である〇〇頭を令和〇〇年度の捕獲計画数とする。 

許可捕獲頭数 〇〇頭 

その他（狩猟による捕獲数）  〇〇頭 

 被害防除対策 ・イノシシ対策と併せて防護柵の設置を計画的に行う 

 
生息環境管理 

・農地周辺の耕作放棄地などシカの生息地になる可能性がある区域を継続
的に管理する。 

（３）〇〇地区 

 個体群管理 ・農地周辺にくくりわなを設置し、農地に侵入する個体を中心に捕獲する。 

許可捕獲頭数 〇〇頭 

その他（狩猟による捕獲数）  〇〇頭 

 被害防除対策 ・イノシシ対策と併せて防護柵の設置を計画的に行う 

 
生息環境管理 

・農地周辺の耕作放棄地などシカの生息地になる可能性がある区域を継続
的に管理する。 

３ その他対策 

時期 取組内容 

〇月 シカの捕獲方法や防除対策に関する研修会 

〇月 被害地域の集落点検 

通年 
○○、□□、△△集落の被害防止捕獲の担い手確保・育成のため、説明会等を行
う。 

通年 
狩猟者が減少していることから、被害防止捕獲の担い手確保を図るため、狩猟免
許試験等の経費の一部支援を行う。 

通年 

大型獣の被害が増加していることから、大型獣の被害防止捕獲の中核を担う担い
手の育成を図るため、射撃技術向上に必要なライフル銃射練習経費の一部支援を
行う。 

  

＜＜上記内容は、鳥獣被害防止特措法に基づく市町村鳥獣被害防止計画と整合が図られている＞＞ 


